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おわりに
はじめに
　西側先進国における労使関係が，市場メカニズムを前提とした独立した労使間での個別利害の
調整を意味するのに対して，これまで社会主義国におけるそれは，国家の全体利害との兼ね合い
でのみ労働者の個別利害が擁護され，それ以外ではむしろ労働者を高度な生産性へと動員すると
いう政治的性格を帯びていた。こうした社会主義体制下における労働組合の原理論は，レーニン
によって定式化された共産党と労働者との間の「伝達紐帯」，すなわち生産性向上を目指した
「上からの」労働の組織化＝政治統合及び経済発展という機能と，よりよき労働条件，福利厚生
実現のための労働者による「下からの」要求の汲み上げという古典的な「二重機能」説にまで遡
る。その基本的性格は，一方で「自主的」組織でありながら，他方大衆を体制に誘引する機構と
しても位置づけられるという，国家と社会との間の相互利害を媒介にした共棲関係（symbio－
sis）にあった。しかも中国において両者は，保護者と被保護者（patron－client）という上下関
係にあり，国家がその諸目的を実現するために労働者を必要とし，労働者はその大多数の人口を
占める農民から区別しつつ，自らの利益を守るために国家を必要としたのである。
　だが，1978年以来進められている国有企業改革は，「所有権と経営権との分離」という大原則
のもと，企業の自主権を拡大し，計画経済という管理体制から脱皮させ，企業に大きな財力と活
力を与えてきた。現在，社会主義市場経済体制下の中国では，労働人事，賃金分配などの面で
さらなる自主権を獲得した経営者の地位が不断に向上し，それに伴って自らの利益に敏感になっ
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た労働者との間の個別利害の格差が拡大している。ここではもはや，全体利益を擁護すべく，国
家のイデオロギーによって労働者の個別利益を制限することは実質的に困難になりつつある。こ
うした新たな時代を迎えた中国における労使関係は，労使相互の独立した利益主体としての地位
をさらに鮮明なものにしつつあり，市場主義経済に即した新たな労使関係調整メカニズムが求め
られているといえる。とりわけ外資系企業における労使関係は，国有企業における国家という使
用者相手でなく，郷鎮企業における所有者の不明瞭な使用者でもなく，ステークホールダーを含
めた資本家という明確な階級としての使用者を交渉相手にしているという意味で，国有企業より
もはるかに西側のそれに近い性格を帯びている。たとえば，1988年から1994年までに，外資
（おもに日本を含めたアジア）系企業で記録されているストライキ件数は，25万回にものぼると
されている。
　こうしたことを背景に，本稿では開放政策の本格化した80年代以降の労働組合運動史を，中
国唯一の労組ナショナルセンターである中華全国総工会（以下総工会と略）を中心に概観しつつ，
労働組合＝工会（以下工会と略）が国家と社会との関係での媒介項として如何なる役割を果たし
てきたのかについて考察したい。
1．開放政策の幕開けと工会運動の再評価
　四人組が追放されて文革が終結すると，1978年，総工会の全国定期大会である中国工会第九
次全国代表大会が開催され，中国の労働組合運動も新たな局面に入っていった。当時国務院副総
理であった郡小平は，この大会の演説で，四人組が工会に誤った性格を付与したことを強く批判
するとともに，四つの現代化を実現するための労働者階級の果たすべき地位や役割，任務につい
て言及した。そのなかで郡小平は，工会が自らの政治，経済，管理，技術，文化レベルを高める
ことの必要性を強調すると同時に，「工会は労働者の福利厚生を保障し，可能な範囲内で，企業
管理者や地方政府を監督，援助し，労働者の労働条件のほか，居住，飲食，安全衛生などの諸条
件を改善すべき」であり，「工会は労働者自らのものであり，かつ民主的模範となるべき存在」
であると訴えた。さらに郡小平は，「企業の重大問題は労働者代表大会あるいは労働者大会での
討論を通すべき」とし，労働者による民主的な企業の管理運営の必要性を主張した。
　この郡小平の発言を承けて1981年，「国営工業企業労働者代表大会暫定条例」が公布されるに
至る。同条例は，企業において労働者による民主的管理制度である労働者代表大会制を推進する
ことの意義を高く評価しつつ，労働者を国の主人公とし，企業を民主的に管理できるか否かが社
会主義企業と資本主義企業の根本的な区別のひとつであるとした。労働者代表大会は，労働者の
責任感を向上させ，積極性を発揮し，社会主義企業を完成させる基本的な組織形式であるとされ
た。したがって，労働者代表大会制の普及と完備が党の指導の強化と改善にかかっており，各級
の工会が労働者代表大会を確実に組織することが求められた。さらに労働者代表大会は，党委員
会が労働者の諸活動に深く関わることに協力し，企業の党委員会副書記，副工場長レベルに相当
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する幹部を選出し，工会末端の委員会主席として担当させるべきであるとした。この条例公布の
結果，1982年末までに全国の約20万におよぶ大中型企業に労働者代表大会が復活することとなっ
た。
　建国以来の歴史的転換点となった中国共産党十一期三中全会の開催（1978年12月）以降，労
働運動をさらに展開するうえでの工会活動を強化することとなるいくつかの指示が出された。そ
れらは主に，工会の社会主義革命および建設全般における役割，「四つの現代化」という経済戦
略実現のための技術上，制度上，組織上の役割，労働者大衆の代表としての国家や集団に対する
利益擁護，労働者教育，労働者階級の国内及び国際的団結の強化，党の「助っ人」としての役割
などに関して権利・義務関係を定める内容であった。こうした工会の地位の回復と活動の活発化
に伴って，工会の末端組織の数も，1979年の32万9，000カ所から，1983年には44万7，000カ所
まで増加し，全国の都市労働者1億1，500万人のうち，組合員数は約7，700万人へと達した。
2．本格的工会運動の再開
　1983年10月に開かれた中国工会第十回全国代表大会（工会十大）では，工会の利益表出団体
としての意義が再び提起される。李先念国家主席は，労働者階級の民主主義革命，社会主義革命，
同建設における歴史上の功績をたたえつつ，工会が労働者の資質を高めるとともに，労働者大衆
の利益を守るという任務を担っており，党と労働者大衆とを結びつける「紐帯」，「橋梁」として
の重要な役割を果たしていると強調した。また総工会の侃志福主席は，「四つの現代化」という
党の新たな方針の下での労働者の利益と職務を明瞭にすべく，大衆組織である工会は，（1）中国共
産党の指導の下，労働者の要求をその政策に反映させ，労働者の積極性を喚起し，（2）労働者の合
法的権利と利益を守り，社会と国家における政治的局面での役割を果たすべく，正義を支え，誤
りを糾し，（3床端の企業，団体レベルで労働者と接し，彼らとの密接な関係を築き，その意見や
要求を代弁し，真の「労働者の家」たらねばならない，などとする「三つの義務」を提示した。
また1984年の「中共中央の都市経済改革に関する決定」では，「国家と企業，労働者」間の「正
しい関係」を確立すべく，国と企業との関係における「所有権と経営権の分離」という原則が示
され，市場経済の下で企業の経営自主権を拡大していくための基礎となった。
　こうした一連の動きは，かつてのような国家の利益を第一に強調する立場から，多元主義を擁
護しつつ，自律した集団の中で労働者個人の利益を擁護する立場へと重要な修正を図るものであっ
た。ここではいわば，「所有者」であった党一国家による企業の直接管理は，「経営者」の一部と
しての労働者による企業の民主的ガバナンスへと移り，党は諮問機関としての立場に退きつつあっ
たのである。こうした一連のコーポラティズム再編成の動きを象徴するように，中国は1983年，
国民党政府を引き継いでILO（国際労働機関）に再加盟（1971年）して以来，政府，労働者，
使用者という三者構成による代表をはじめてILO総会に送りこんでいる。
　1979年以来，企業への権利拡大という経済政策上の問題は総工会でも議論されていたが，80
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年代に入ると全国各地で実際に経済請負が施行されはじめていた。工会第十回全国代表大会以降，
経済体制改革の推進と深化に伴って，すでに数々の経済請負責任制が企業改革の主な形式となっ
ていた。ここで各級の工会は，社会の主人公である労働者を組織し，企業内での請負経営活動を
積極的に展開し，企業の経済体制改革のために貢献することが期待された。工会は請負経営の全
過程に参与し，企業請負の方式，請負数などの問題をめぐり労働者を招いて討論を繰り広げた。
請負契約の履行中に問題が発生した場合には，工会が自発的に解決に関わり，企業請負経営活動
の健全な発展に対する有力な保証となることが求められた。さらに，全人民的所有制工業企業に
関する条例を実行する際，工会は労働者の民主管理において主な役割を発揮することとなった。
国家経済委員会，中央組織部，総工会は1987年，共同で全人民所有制工業企業に関する条例の
徹底，工場長責任制の全面的推進に関する会議を招集し，全人民所有制企業における工場長責任
制の普及，労働者による民主管理の強化，国家の主人公である労働者としての役割の発揮，など
を強調した。
　こうしたなか，労働者の合法的権利と利益の保護と，請負制経営活動への支持とが同時併行さ
れるようになっていく。請負経営を形式とする企業の指導体制の改革は，必然的に企業に活気を，
労働者に実益をもたらした。その意味で，工会が請負経営活動を支持することは，根本的に労働
者の利益の擁i護とされた。それと同時に，企業請負活動の普及と工場長責任制の実行の過程で，
労働者の合法的権利と利益に対する侵犯行為を無視することは出来ない。したがって，労働者の
福祉待遇の削減，労働者の労働解除，国の労働保険・労働保護政策の不履行，労働者の権利に対
する不尊重などの問題に対して，各級の工会は，労働者の合法的利益と権利の擁護を重要な任務
の一つとするようになった。
　1987年10月，中国共産党第十三回全国代表大会が開かれると，工会のもつ職能は，党と政府，
及び労働者階級と人民大衆との間の「橋梁」，「紐帯」として，社会主義の民主的生活において重
要な役割を果たすとの基本姿勢が再度打ち出された。翌年10月に開かれた中国工会第十一次全
国代表大会では，工会が改革を推し進める社会的な力として，重層的な政治参画を推し進め，国
家と社会への参与と監督を遂行すべきであるとし，そのいわば「多元的」集団として果たすべき
役割の重要性が強調された。その活動については，重点を末端底辺部に移すとともに，都市での
さらなる成果を達成し，独立自主を遵守しつつ，対外的連携を広げ，国際活動での新局面を切り
開く，などが決定された。この会議の決議は，党と政府からのより大きな独立を工会に与えるべ
く改革の加速を訴えた党機関誌『人民日報』の論説にとりあげられることで当局のお墨付きを得
た。さらに「国営工業企業法」（1988年）によって新たな企業管理体制として企業長責任制が正
式に導入され，企業管理の原則は法人代表としての企業長による意思決定，党委員会による補佐，
労働者代表大会を中心とする労働者による民主的管理へと移り，ここに「党・政の分離」による，
50年代初頭のような二元的システムに近い制度が復活した。
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3．天安門事件を契機とする労働の再編
　1989年6月の天安門事件に先立ち，北京労働者自治連合会（工自連）を中心とする自主労組
が生まれ，運動の流れに少なからぬ影響を与えたことは周知の通りである。しかしながら，既存
工会の不十分さを強調することとなったオルターナティブとしての労組の出現は，党の上層レベ
ルの指導者たち及び総工会内部に警鐘を鳴らし，当局は北京労働者自主連合会をはじめとする自
主労組が「労働者階級の名を不法に用い，人民政府の転覆を企てるものである」と即座に弾圧し
た。これに対して侃志福総工会主席は，「中国の工会は中国共産党の指導の下で活動すべきであ
り，党に敵対するいかなる工会も組織することは許されない」とする「上から」の意向を反映し
た談話を発表する一方で，「工会は労働者に対する魅力を増大させ，かつ労働者からのより多く
の信任を享受するために，独立工会の組織を企てる者たちにその機会を与えることなく，単に政
府の代理人として活動することを避け，政府からは独立して活動しなければならない」と訴え，
労働者の権利と利益を守ることの重要性を強調しつつ，自主労組を出現させた危機的情況に対す
る「下から」の利害関心を尊重するという懐柔に努めた。しかしながら，こうした天安門事件を
めぐる一連の総工会の動きは，党と労働者との紐帯をいわば「セメントで固着させた」にすぎず，
その結果，「6月4日以降，総工会は党の多弁な支持者としての役割を再開し，その1，2年前ま
で繰り広げられてきた労働組合の独立をめぐる活発な議論については口を封じられる」
（G．0’Leary）ことになった。
　こうした中で，ストライキ権が欠如し，総工会を唯一の合法的労組であると確認する1992年
の新工会法が制定された。それはまず，工会が憲法に依拠し，「独立自主的に活動を繰り広げる」
としつつも，「国家の主人公」としての役割を発揮し，国家，経済，文化諸事業の管理に参加す
ることで政府の活動に協力し，労農連合を基礎とする民主的独裁による社会主義政権を擁護する
という党一国家への義務を定めた。さらに，人民総体の利益を擁護すると同時に，労働者の合法
的権益を守り，その問題を解決するよう努めるという労働者の権利擁護を定めるとともに，労働
者を動員し，教育し，労働者間の競争を展開し，労働生産性の向上により社会全体の生産力を発
展させ，企業の民主的な管理運営を監督し，異議を申し立てる権利を有し，労働者による団体協
約の締結を援助し，労働紛争などの調停活動に参加すべきである，とした。さらに組織論として
は，50年工会法同様，民主集中制による代表大会によって選出される各級の工会委員会が代表
大会への報告義務を有するとしたが，旧法と異なり「上部機関である総工会に報告する義務を負
う」との規定はなくなった。しかし，全国総工会，産業工会，地方工会および基層工会のいずれ
もが，「社会団体としての法人資格を有する」とされ，総工会のみの合法性が確認された。また
末端の基層工会において，労働者代表大会が民主的管理の基礎形態をなし，工会委員会は労働者
代表大会の活動機関として，その日常活動の監督にあたると定められた。このように，同法の制
定によって，開放政策下の党一国家と工会との関係が，変動する社会の現状に沿うべく再定義さ
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れることとなったのである。とりわけ50年工会法と比較すると，党一国家に対する義務が労働
者の諸権利よりも優先されているが，これは多岐にわたって規定された諸権利をしっかりと国家
の枠組の中へ収めるものであったといえる。たしかにそれは旧法を大きく改訂するものではあっ
たが，その主な目的は工会運営をめぐる諸慣行の進歩的な改革にあるのではなく，とりわけ天安
門事件後という状況下で，さらなる経済発展を推し進め，長期的な社会の安定を維持すべく工会
を統治するための原則の適用を確認することに重点が置かれた。
　これに引き続き，1994年に制定された労働法の法案作成に際しては，政府と総工会，および
使用者側のナショナルセンターである中国企業連合会という三者構成による協議が行われ，ソー
シャル・パートナーとして各団体の意向が大きく反映された。その結果同法は，国が雇用の機会
を促進し，労働基準，社会保障，労使関係等を整備，発展させ，労働者の生活レベルを高めると
ともに，労働者間の競争の促進により，労働生産性を向上させるよう建設的提案をおこなうこと
などを定めた。また一方労働者は，法に基づき，工会に参加し，組織する権利を有し，その代表
者は独立かつ自立的に，労働者の法的権利を守り，その活動を発展させ，自らの法的権利を守る
べく民主的な管理運営，及び使用者との対等な協議に参加すべきである，などとした。
　「工会法」，「労働法」の求める新たな要請に応えつつ，1995年以降の総工会は，外資系企業内
における工会設立を急速に進め，労働者の代表として使用者と団体協約を結び，労働協約によっ
て労使関係を規範化し，労働者が民主的管理に参加する権利を守ることに活動の主眼を置いた。
さらに，企業による労働基準の執行を支持するとともに，これを監督し，法に基づく労働者の安
全衛生を保護する権利を守り，労働紛争を調停し，企業に労使対等な立場で協議し交渉する制度
を設けるなどに新たな活動の重点を置いた。とりわけ，社会主義市場経済の導入という新たな状
況下で，工会は如何にして労使関係を調整し，労働者の合法的権益を守るのかという問題につい
てまだ経験が不足し，急速に変化する現場に対応が追いつかず，労働大衆も不満を抱いていると
いう現状の存在が指摘されている。こうした中で総工会は，労働紛争処理に関する活動を活発に
繰り広げたが，その結果1997年までに全国で組織率74．6％にあたる29万余りの末端労働紛争調
停委員会が設立され，国有企業の労働紛争調停委員会の組織率は80％以上に達した。また1998
年の活動も引き続き労使関係の強化に中心が置かれ，とりわけ個別企業における労働者代表大会
を通じた民主的協議を促進するための幹部の活動が重視され，労使関係の調整，労使間の平等な
立場での交渉の実施，団体協約の締結の面で新たな進展が見られた。同年10月に開かれた中国
工会第十三回全国大会では，今後5年間の指導方針と歴史的任務についての報告が行なわれ，社
会主義市場経済システムの採用に伴って生産関係，労使関係，利益関係に深刻な変化がみられる
なか，工会は労使関係の法制化，その協調システムの確立，労働者の民主的参与と監督制度を整
備し，下簡（レイオフ）労働者の再就職促進，社会保障体系の構築，労働者の組織化と資質の向
上にあたることの必要性が強調された。いずれにしても，ここで進行しているように見えるのは，
総工会上層部の発動による末端底辺部での工会活動の活発化という上からの安定化政策の推進と，
労働者の不満を汲み上げるための市民社会的システムの下からの創設という，相矛盾していると
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もとれる二つの動きの同時並行である。また，全国労働人口約二億のうち半分の一億人がいまだ
に未組織労働者であり，かつそのほとんどが非公有部門の新設企業の労働者であるとされる現状
で，2000年11月には，現在の1，430万人という組織労働者を2002年までに3，600万人にまで増
やすという政府の方針が打ち出され，工会活動の活発化は「下へ」ばかりでなく，「横へ」も拡
がりつつある。
　さらに2001年，92年工会法が一部改正され，使用者に対する監督，意義申し立てを行なう上
での法的手続きを定めるなど，労働者の権利に関してさらなる諸規定が盛り込まれた。しかし他
方で，「中国共産党の指導を堅持し，マルクス・レーニン主義，毛沢東思想，郡小平理論を堅持
すべき」など，労働者の義務を定める諸項目も新たに挿入され，再度国家イデオロギーによって
諸権利を限界づけることが企図されている。
4．非国有企業における労使関係
　中国工会第十回全国大会（1983年）以来，党の対外開放政策の進展に伴って，三資（中外合
資，合作，外商独資）企業，郷鎮企業など，非国有企業における工会の創設が急速に進められた
が，1985年までに全国に約2，000の三資企業が設立され，組合組織率は度門特区で70％，汕頭
で60％，珠海で40％，深別で72．4％に達した。当時，郷鎮企業には3，000万人の労働者が就労
していたが，そのうち1993年末までに工会の組織された企業は19，600ヵ所で，その組織率は全
労働者1億2，300万人のわずか1．5％（183万人）に過ぎなかった。しかも郷鎮企業における工会
のリーダーと経営者との関係は密接で，工会幹部が一般労働者出身である例は極めて少なく，む
しろ党幹部を兼ねた副工場長や中層経営幹部であるというケースがほとんどであった。社会科学
院研究所などによる実態調査でも，地方政府が工場長を決める郷鎮企業は全体の63％，地方政
府が候補者を指名し，労働者代表大会で工場長を選出する企業は17％，取締役会が工場長を任
命する企業は20％というように，地方政府が直接，間接的に介入するケースが大多数を占めて
いることが分かっている。また1993年，1958の企業で労働紛争仲裁制度が設けられたが，実際
に労働紛争の処理を行ったのは同年でわずか586企業に止まり，団体交渉や団体協約など労働者
の根源的権利を行使するといった工会は，ほんのわずかに過ぎなかった。
　国有企業と異なり労働者代表大会という職場での労働者の参加システムを設立する義務から免
れうる外資系企業では，工会が企業における労働者を代表する唯一の代理人として活動すること
となった。合弁企業では党支部は公的組織としては機能できず，その代りに党書記又は副書記が
工会の主席を務めるというように，合弁企業の工会は，通常党支部によって遂行される機能を基
本的に組み込んだのである。こうしたことから総工会は，1993年の第十二回全国代表大会で，
既存企業での工会の早期設立を促すとともに，外資系企業における労働者の政治的地位と諸権利
を保護すべく，工会は労働者の合法的権利を守り，企業発展のために経営者と協力しつつ，団体
協約に署名し，賃金，労働時間，社会保険その他に関する関連諸法，規則の遵守を監督すべきで
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ある，等を決定した。こうした努力の結果，三つの経済特区を擁する広東省で1990年までに，
41．9％の外資系企業で工会が設立され，うち43％の労働者，従業員が工会に加入した他，深±Jll経
済特区では，25人以上の従業員を雇う外資系企業の96％で工会が組織された。また外資系企業
における工会の数は1993年，8，260で，その組織率はわずか10％に過ぎなかったが，94年まで
には総工会を中心にして工会の組織化が急速に進められ，全国75，500の32．7％にあたる24，700
の外資系企業で組織されるに至った。しかし，他の所有形態企業を含む全体としては，たとえば
深馴で発生しているストライキの90％以上は，工会の未組織企業においてであるとされている。
こうした労働紛争の増加と深刻化を背景にしつつ，「国営企業における労働紛争処理に関する暫
定規定」（1987年）は，企業の所有制を問わず争議処理の原則，機構，処理方法など定めた，外
資系企業を含めた「企業労働紛争処理条例」（1993年）という統一的な基準へと取って代わられ
た。また地域間の不均衡を是正すべく国有企業との公平な競争を保障する方向で外資系企業への
優遇措置が撤廃され，外資系企業と国内経済部門との連携が急速に高まっていく中で，労働局を
中心とする労働仲裁委員会が受理した外資系企業での労働紛争の案件は，1994－97年，2，974件
から2万3，244件へと急増していったが，1998年にははじめてマイナスに転じている。
おわりに
　これまで見てきたように，総工会は現在，「上からの」改革をますます慎重に進めるよう求め
られると同時に，市場経済システムという厳しい環境のなかで自己の権利擁護に目覚めつつある
労働者による「下からの」要求にも応えるという，きわどいジレンマに立たされている。しかし
ながら，たとえ制限的であるにせよ，総工会での民主的な内部改革が進まない限り，労働者によ
る自主労組を求める動きを押さえこむことは困難であろうし，それゆえ当局はこれまで以上に総
工会に対して，中央本部から地方末端基層工会へいたるまで，工会組織の自由度を限定的に拡大
させることは今後ともありうることであろう。
　90年代に入ってから，政府，工会，使用者団体との三者構成による労働関係法制定過程への
参与が制度化され，このうち総工会は，全国の労働者の権利を代表して労働関連の法制化に積極
的に参与している。しかしながら，職場の末端における基層団体である労働者代表大会は，日本
の企業別組合と同様に，工場，企業の内部に限定されており，しかもドイツにおける「共同決定
制」と「経営協議会」，あるいはフランスにおける「企業委員会」，「従業員代表」のように公権
力による制約を受けない独立団体として法制化され，企業の外にひろがりを持つことで内なる経
営側に対抗するという力を有してはいない。たしかに，労働者代表大会制度内部で任命権から選
挙制へと改革されたことの意義は評価できるとはいえ，総工会の自主権確立にとって，いまだに
党による民主集中制が捨てられていないという事実のもつ否定的意味合いはあまりにも大きい。
しかも，中国では労働者代表大会と全国組織としての総工会が政治的独立システムとしては結び
ついておらず，前者が日本の「企業別組合」と同じように外との広がりからは孤立した存在になっ
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ているのである。したがって，労働者代表大会と総工会との「関係」よりもはるかに根源的な問
題は，表面的には民主的な形式をまといながらも，実質的な面で労働者代表大会に内在し，統括
している「実体」としての党一国家権力＝権威であるといえる。
　こうしたことから，中国の労使関係制度は，まさに日本と同様，権力システムに反対勢力が組
み込まれ「労働者が国の政策決定に参加していない」とするリヴィジョニストの所説（ウォルフ
レン『日本／権力構造の謎』）や政策形成全般への参与の欠如した「労働なきコーポラティズム」
（ペンペル＝恒川）という立場に親和的であるといえる。いずれにせよ，今後とも社会主義市場
経済の進展とともに「経営の自主権」が拡大し，それにつれて「労組の自主権」も増大していく
ことが不可避であるとすれば，両者の調整役を務めるべき総工会の存在意義は，今後ますます根
源的に問われることにならざるを得ないことだけば確かである。
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